
































































































































































































第 3期 基本 計 画 前 第 3期 基 本 計 画
平成 1 6 平 成 1 7 平成 1 8
事 業 年 度 事 業年 度 事 業 年 度
公 正 で 透 明 性 の 高 い 人 事 システム の 徹 底
（丑 公 募 制 の 整 備 と公 募 制 を適 用 した
採 用 48％ 56％ 56％
（塾 研 究 者 採 用 に係 る競 争 的な選 考 8％ 11％ 10％
③ 優 れ た努 力 に対 す る公 正 な評 価
による積 極 的 処遇 11％ 12％ 22％
④　 自己 点 検 評 価 へ の人 事 システ ム
の適 切 な位 置 付 け及 び 改 革 ・改 善 ー － －
⑤　 第 三 者 評 価 にお ける人 事 システム
の 改革 ・改 善 へ の対 応 － － －
若 手 研 究 者 の 自立 支 援
（丑 テニ ュア ・トラック制 の導 入 － － 10％
（塾　 若 手 研 究者 の助 教 ポストの確 保 － 1％ 16％
③　 若 手 研 究者 の活 躍 の場 の整 備 52％ 64％ 63％
④ 若 手 研 究 者 の採 用 過 程 の透 明化 ー － －
（諺　 ポストドクター の研 究 職 以 外 の進
路も含 めたキャリアサポ ー ト 1％ 2％ 1％
⑥　 若 手 研 究 者 が 民 間 企 業 等 と接 す
る機 会 の 充 実 1％ 4％ 3％
⑦ 若 手 研 究者 の 国 際 経 験 の 充 実 22％ 27％ 27％
人材 の 流 動 性 の 向 上
① 任 期 制 の広 範 な 定 着 に係 る取組 88％ 84％ 86％
② 再 任 可 能 な任 期 制 や 再 審 制 によ
る雇 用 11％ 12％ 23％
③ 複 数 の大 学 同 時 の任 期 制 へ の移
行 － － －















関連制度等の整備 26％ 41％ 47％
③　 女性研究者の積極的登用と当該
関連制度等の整備 4％ 4％ 8％
④　 女性研究者の採用等の数値 目標
設定 6％ 9％ 13％
外国人研究者の活躍促進
（丑　外国人研究者の住宅確保等生活
環境に配慮した受入体制の構築 20％ 25％ 22％
②　 外国人研究者の活躍促進を図る
ための行動計画の策定 － 胃 －











よる研究継続の取組 3％ 1％ 5％
②　 定年後の研究職以外の立場で科


































































































































































































































































rl 工倍 の々人々が活きる璃瘻の化成　 ‥
1ィ　公正で透明性の高い人事システムの徹底　 ‥
九　　　 J































































基本計画 ①　 公募制の整備 と公募制を適用 した採用
記載事項 ②　 研究者採用に係 る競争的な選考
の うち国 ③　 優れた努力に対す る公正な評価による積極的処遇






⑤　 第三者評価 における人事システムの改革 ・改善への対応
基本計画 ⑥　 基本計画記載指標以外の 「公正で透明性の高い人事システムの
記載事項 徹底」に関連する取組








法人数 忍 も 法人数 岩 島 法人数 £ 旨
① 公募制の整備と公募制を適用し
た採用 45　　　 48％ 53　　　 56％ 51　　　 56％
② 研究者採用に係る競争的な選
考 7　　　　 8％ 10　　　 11％ 9　　　 10％
③　 優れた努力に対する公正な評価
による積極的処遇 10　　　 11％ 11　　 12％ 20　　　 22％
④　 自己点検評価への人事システム
の適切な位置付け及び改革・改善 0 0 0
（9　第三者評価における人事システ


























法人数 宏 も 法人数 濃 も 法人数 讃 旨






法人数 濃 も 法人数 濃 も 法人数 讃 旨
































































































産 ・育児や社会人経験等を伴 う多様なキャリアに配慮 し、一律的な
年齢制限ではなく研究経歴によるものを設けるなど、それぞれの制
度趣旨に応 じ制度改善を進める。















基本計画 ①　 テニュア ・トラック制の導入
記載事項 ②　 若手研究者の助教ポス トの確保
の うち国 ③　 若手研究者の活躍の場の整備
立大学法 ④　 若手研究者の採用過程の透明化
人等の取 ⑤　 ポス トドクターの研究職以外の進路も含めたキャリアサポー ト



















平成 16事 業年度 平成 17事業年度平成 18事業年度
法人数 宏 も 法 人数 岩 島 法人数 讃 旨
① テニュア小ラック制の導入 0 0 9　　　 10％
② 若手研 究者 の助教ポストの確
保 0 1　　　 1％ 15　　　 16％
③ 若手研 究者 の活躍の場 の整　 2）
備 48　　　 52％ 61　　　 64％ 57　　　　 63％
若手研 究者の研究費等助成及
び助成制度 の整備 46　　　 49％ 54　　　　 57％ 56　　　　 62％
若手研 究者研 究スペ ースの確保 3　　　　 3％ 3　　　　 3％ 8　　　　 9％
その他 5　　　　 5％ 20　　　 21％ 7　　　　 8％
④　 若 手研 究者 の採用過程の透 明
化 0 0 0
（ヨ　ポストドクターの研究職 以外の進
路も含 めたキャリアサポート 1　　　 1％ 2　　　　 2％ 1　　　 1％
⑥ 若 手研 究者 が民間企業等と接 す
る機 会の充実 1　　　 1％ 4　　　　 4％ 3　　　　 3％




































43　　　 46％ 59　　　　 62％ 67　　　　 74％
RA、TA等学生を除く若手研究者
の採用及び採用制度の整備 30　　　 32％ 41　　　 43％28　　　 31％
RA、TA等学生の採用及び採用
制度の整備 18　　　 19％ 20　　　 21％ 56　　　　 62％
その他の若手研究者の自立支援







法人数 忍 も 法人数 岩 島 法人数 認 定
























































































学法人 関 を維持するため、例えば、再任可能な任期制や、適性や資質 ・能力




























第3期基本計画前 第 3期 基本計画
平成 16事業年度 平成 17事業年度 平成 18事業年度
法人数 岩 も 法人数 讃 ㌔ 法人数 讃 旨
① 任期制の広範な定着に係る取 2）
組 82　　　 88％ 80　　　 84％ 78　　　 86％
任 期制 の整備と任期制を適 用し
た採用 69　　　 74％ 69　　　 73％ 71　　　 78％
公募制 の整備と公募制を適 用し
た採用 45　　　 48％ 53　　　 56％ 51　　　 56％
その他 5　　　　 5％ 14　　　 15％ 14　　　 15％
② 再任 可能な任期制や 再審制 によ
る雇用 10　　　 11％ 11　　 12％ 21　　　 23％
③　 複 数の大学同時の任期制への移
行 0 0 0
































法人数 岩 も 法人数 濃 も 法人数 濃 旨








法人数 忍 も 法人数 孟 宗 法人数 孟 宗





































































































法人数 讃 ㌔ 法人数 岩 島 法人数 孟 旨
（丑　教員の自校出身者比率の抑制



















法人数 濃 も 法人数 忍 も 法人数 讃 旨












































































0 6　　　　 6％ 7　　　　 8％
（訪　女性研究者の積極的採用と当該
関連制度等の整備 24　　　　 26％ 39　　　 41％ 43　　　 47％
③　 女性研究者の積極的登用と当該
関連制度等の整備 4　　　　 4％ 4　　　　 4％ 7　　　　 8％
④　 女性研究者の採用等の数値目
































法人数 濃 も 法人数 濃 も 法人数 語 呂
基本計画記載指標以外の「女性研 2）
究者の活躍促進」に関連する取組 30　　　 32％ 47　　　　 49％ 48　　　　 53％
保育園等乳幼児関連施設、その
他女性関連施設整備 9　　　 10％ 18　　　 19％ 24　　　 26％
育児・介護休業制度、長期履修
学生制度等の制定・運用 8　　　　 9％ 14　　　 15％ 6　　　　 7％
セクシュアル・ハラスメント等関連
取組、各種相談窓口整備 9　　　 10％ 16　　　 17％ 5　　　　 5％
女性研究者研究費助成等研究
支援 2　　　　 2％ 4　　　　 4％ 7　　　　 8％
男女共同参画関係の取組 5　　　　 5％ 11　　　 12％ 16　　　 18％









法人数 孟 告 法人数 忍 も 法人数 孟 忘























































































基本計画 ①　 外国人研究者の住宅確保等生活環境に配慮 した受入体制の構築
記載事項 ②　 外国人研究者の活躍促進を図るための行動計画の策定
の うち国 ③　 外国人研究者の身元保証
立大学法 ④　 我が国で博士号を取得 した留学生の外国人ポス トドクター招へ
人等の取 い制度応募のための運用改善















平成 16事業年度平成 17事業年度 平成18事業年度
法人数 岩 も 臥 数 忍 も 法人数 孟 旨
（D　外国人研究者の住宅確保等生
活環境に配慮した受入体制の構築 19　　　 20％24　　　 25％ 20　　　 22％
②　 外国人研究者の活躍促進を図る
ための行動計画の策定 0 0 0



















































































平成 16事業年度 平成 17事業年度 平成 18事業年度
法人数 忍 も 法人数 濃 も 法人数 讃 忘
基本計 画記載 指標 以外 のI外 国人 2）
研 究者 の活躍促進」に関連する取
組
57　　　　 61％ 74　　　 78％ 71　　　 78％
外 国人研究者の採用 、招 へい、
受け入れ 39　　　　 42％ 58　　　 61％ 57　　　　 63％
外国人研究者の処遇改善 、採 用
制度の整備 、採用情報 の公開 23　　　　 25％ 41　　　 43％ 25　　　 27％
ホームページ等の外 国語化 15　　　 16％ 15　　　 16％ 12　　　 13％
国際交流関連組織 の設置 5　　　　 5％ 7　　　　 7％ 4　　　　 4％
学術 交流協 定の締結 8　　　　 9％ 7　　　　 7％ 5　　　　 5％
研 究スペ ースの確保 5　　　　 5％ 3　　　　 3％ 3　　　　 3％









法人数 濃 も 法人数 岩 島 法人数 讃 旨
















































基本計画 第 3 章　科学技術 システム改革
該 当箇所 1 ．人材 の育成、確保 、活躍 の促進
（1 ）個々の人材が活 きる環境の形成
（9　 優れ た高齢研 究者 の能力の活 用
該 当記述
注　下線部
研究活動 において年功主義を残 し、能力主義 を徹底 しないまま安
易に雇用期間の延長等 を行 うことは、若手研 究者の登用の機会 を奪
い、研究現場の活力を失わせ る恐れがある。
は 国立 大 一方、国際的に見て真 に優 秀 と認 め られ る研究者 が年齢 を問わず
学法 人 関 活躍 し成果 をあげてい くことは、我が国の科学技術水準 の向上 に と
連事項 って重要で あ り、定年後 も競争 的資金や外部 資金等の活 用によ り何
らかの形で研究を継続 できるよ う、大学に促す。また、定年後の研
究者が、研 究職以外の立場で広 く科学技術振興 のため活躍 できるよ
う、その能 力や知見 を十分活 かす取組 を促進す る。
基本計画 ①　 定年後の競争的資金等の活用 による研究継続 の取組 1）









基本 計画 ③　 基本計画記載指標 以外の 「優れ た高齢研 究者 の能力の活 用」 に
記載 事項 関連す る取組













法人数 濃 も 法人数 岩 島 法人数 盈 ㌔
①　定年後の競争的資金等の活用



































法人数 濃 も 法人数 岩 島 法人数 讃 旨






法人数 濃 も 法人数 岩 島 法人数 孟 旨



























































































































































第 3期 基 本 計 画 前 第 3期 基 本 計 画
平 成 1 6 平 成 1 7 平 成 1 8
事 業 年 度 事 業 年 度 事 業 年 度
公 正 で 透 明 性 の 高 い 人 事 シ ス テ ム の 徹 底
① 公 募 制 の 整 備 と公 募 制 を 適 用 した
採 用 48％ 56％ 56％
（診 研 究 者 採 用 に係 る競 争 的 な 選 考 8％ 11％ 10％
③ 優 れ た 努 力 に 対 す る公 正 な 評 価
に よる積 極 的 処 遇 11％ 12％ 22％
④　 自 己 点 検 評 価 へ の 人 事 シ ステ ム
の 適 切 な 位 置 付 け 及 び 改 革 ・改 善 － － ー
⑤　 第 三 者 評 価 に お け る人 事 シ ステ ム
の 改 革 ・改 善 へ の 対 応 － － －
若 手 研 究 者 の 自立 支 援
① テ ニ ュア ・トラック制 の 導 入 ー ー 10％
②　 若 手 研 究 者 の 助 教 ポ ストの 確 保 － 1％ 16％
③ 若 手 研 究 者 の 活 躍 の 場 の 整 備 52％ 64％ 63％
④ 若 手 研 究 者 の 採 用 過 程 の 透 明 化 ー － －
⑤ ポ ス トドクター の 研 究 職 以 外 の 進
路 も含 め た キ ャリア サ ポ ー ト 1％ 2，‘ 1％
⑥　 若 手 研 究 者 が 民 間 企 業 等 と接 す
る機 会 の 充 実 1％ 4％ 3％
⑦ 若 手 研 究 者 の 国 際 経 験 の 充 実 22％ 27％ 27％
人 材 の 流 動 性 の 向 上
① 任 期 制 の 広 範 な 定 着 に 係 る取 組 88％ 84％ 86％
②　 再 任 可 能 な任 期 制 や 再 審 制 に よ
る雇 用 11％ 12％ 23％
③ 複 数 の 大 学 同 時 の 任 期 制 へ の 移
行 － － －















関連制度等の整備 26％ 41％ 47％
③　女性研究者の積極的登用と当該
関連制度等の整備 4％ 4％ 8％
④　女性研究者の採用等の数値目標
設定 6％ 9％ 13％
外国人研究者の活躍促進
①　 外国人研究者の住宅確保等生活
環境に配慮した受入体制の構築 20％ 25％ 22％
（塾　外国人研究者の活躍促進を図る
ための行動計画の策定 － － －











よる研究継続の取組 3％ 1％ 5％
②　 定年後の研究職以外の立場で科


















































































































①　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 （粉　その他の公正で透明性 ⑦ 準備・検討段階の取組
を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底
に係る取組









































・教職員採用は原則公募 医学部医学科、附属病院 ・評価結果を研究 費に反映
制 。教員採用で公募による で、教 員評価 システムを構 させることを視野に入れて、






































































① 公募制の整備と公募制 ②　 研究者採用に係る競争 （診 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦　 準備・検討段階の取組




















地域 ・国際講座 、国際協力 学部、大学院等の採用人事 ・学部は、教育と研究面での
特 化コース、大学院国際文 の公募に際して国籍や性別 業績に対する評価に基づき














































教員の選考にあたっては、 人材の多様化、性 別にとら 教職員 の昇進について厳正
原則、公募制 によるものと われない採用等を内容とす かつ公正な評価を行うた































教 員採用は、原則、関係大 工学部で、教育部門の懸賞 教員の個人評価に関する全
学 ・高専 ・研究機関・人材 制度を導入しており、昇任 学的な基本方針を定め、評






















① 公募制の整備と公募制 ②　 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦ 準備・検討段階の取組

























































・自然科学研究科全専攻 経済経営研究所で、年度毎 医学研究科で、再任審査に 医学系研究科で、再任審査
で、公募制を導入 の教員別研究計画の策定と 必要な業績評価法を確 立 に必要な業績評価法の確
・国際文化学部、工学部、農 自己評価、及び5年毎の外 し、再任審査制度案を作成 立・適正な業績評価と再任
学部、法学研究科、経済学 部評価 の実施 ・年度毎に教 基準の設定に基づく任期制
研究科、経営学研究科 、経 員別に研究計画を提 出させ の確立と人事の流動化を推
済経営研究所、国際協 力研 年度末にこれを評価。これ 進するために、再任審査に



























































①　 公募制の整備 と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥ その他の公正で透 明性 ⑦　 準備 ・検討段階の取組























































































・既に教員採用には原則公 教 員採用は、国籍、言語、 教員の再任 に関する要項を
募。採用者18名中公募によ 性別、経歴 等にとらわれな 改正するとともに、再任にあ
































（彰　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 （参　 準備・検討段階の取組















































（D　公募制の整備 と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③　 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透 明性 （》 準備・検討段階の取組
を適用 した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底
に係る取組














































































































① 公募制の整備と公募制 （a　研究者採用に係る競争 ③　 優れた努力に対する公 （む　その他の公正で透明性 ⑦　 準備・検討段階の取組



































































































































（彰　公募 制の整備 と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努 力に対する公 ⑥　 その他 の公正で透明性 ⑦　 準備・検討段階の取組































































































































①　 公募制の整備と公募制 ②　 研究者採用に係る競争 （診 優れた努 力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦ 準備 ・検討段階の取組
























































































































（彰　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 （》 準備・検討段階の取組








































































































教員の採用に際し、教員選 性別、国籍等にとらわれな 理学部で、教育 ・研究内容と ・教員の任期に関する規則













①　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努 力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦ 準備・検討段階の取組






























・教員採用は原則公募。公 教員採用は、国籍、言語、 ・教 員業績データベースシス
募実績23件、採用者8名 性別、経歴等に捕われない テムを構築。これにより、教
・公募情報をホームページ、優秀な教育・研究者を確保 員の個人評価の結 果を任


















































































①　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努 力に対する公 ⑥ その他の公正で透明性 ⑦ 準備 ・検討段階の取組
を適用した採用 的な選考 正な評価による積極的処遇 の高い人事システムの徹底
に係る取組































































































































（む　公募制の整備と公募制 ②　 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥ その他の公正で透 明性 （参 準備 ・検討段階の取組


























































































































①　 公募制の整備と公募制 （診　研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥ その他の公正で透明性 ⑦ 準備 ・検討段階の取組







































































































































① 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 （参　 準備 ・検討段階の取組












































































































①　 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦ 準備・検討段階の取組













































































各学部で、採用方針等の教 各学部 ・研究科で、任期付 教員の活動評価について、











































① 公募制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努 力に対する公 ⑥　 その他の公正で透明性 ⑦ 準備・検 討段階の取組




























講師以上の採用教 員35名 ・各部局で、教員について、 任期制を既に導入 している 各部局で実施された良好な































































北陸先端 ・教員採用は原則公募。公 教員採用は、国籍、言語、 教員の業績評価を行い、そ 再任審査のための教員選
科学技 術 募実績15件、採用者 11名 性別、経歴等にとらわれな の結果を処遇に反映 考委員会委員に他分野の
大学院 大 ・公募情報をW ebサイト、国 い優秀な教育 ・研究者を確 委員を加えるなど教員の総




































（彰　公募 制の整備と公募制 ② 研究者採用に係る競争 ③ 優れた努 力に対する公 ⑥ その他 の公正で透明性 ⑦　 準備・検討段階の取組


















































































⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人 ⑨ 準備・検討段階の取組

























































































































































⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　 43法人 （診　準備・検討段階の取組




・外部資金による若手研究 RAを研究指導に効果的に ．教育・学生支援機構4室等 テニュア・トラック制を含む









































・学部学生と大学院学生の ・RA 1，467名を採用し、博士 21世紀CO Eプログラムで ・ポストドクトラル・フェローに
短期留学を支援する事業を 課程大学院学生を奨学 は、公開シンポジウム等を ついて、研究員制度の見直
















































































































⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人 ⑨　 準備・検討段階の取組









































21世紀CO E関連活動で、ア 教育研究の活性化を図るた若手研究者の育成・確保を 21世紀COE関連活動で、専






・CO Eによって大学院生等 ・CO Eプロジェクトに全学で 多数のRA イAの雇用により ・商学研究科で、若手研究 博士学位取得の促進や研
若手研究者473人を派遣 34名の大学院学生をCO E学 大学院生の研究活動を支援 者支援経費を博士課程学生 究者養成における制度的改
・国際企業戦略研究科で、 生アシスタントとして採用 に支給 革、若手研究者へのティー
国際コンファレンスやフォー ・法学研究科で、大学重点 ・法学研究科で、若手研究 テンゲ機会の提供、テ二ュ
ラムに若手研究者を積極的 的取組領域で、若手研究者 者をCO Eや科研費による研 ア制度の導入等を求める




































































































⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人 ⑨ 準備・検討段階の取組







































大学学術振興基金で、大学 ・若手研究者の年俸制によ COE拠点形成経費の約50％ 各部局で．若手研究者を支
































































































の充実 ⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　 43法人
⑨　 準備・検討段階の取組




































































・21世紀C OEプログラムで ・乾燥地研究センターは、国 ・乾燥地研究センターで、 ・乾燥地研究センターで、大
て、海外研究教育基地と連 内外の乾燥地科学を志すポ RA 14名を採用 学院生48名、研究生4名を
摸した研修内容の充実等を ストドクター15名を受け入れ ・中国科学院水土保持研究 受け入れ
図り、若手研究者の育成を ・中国科学院水土保持研究 所と実施中の研究の正式メ ・中国科学院水土保持研究
推進 所と実施中の研究の正式メ ンバーとして博士課程学生3 所と実施中の研究の正式メ
































































































の充実 ⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人
⑨　 準備・検討段階の取組



































































































































の充実 ⑧　 その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人
⑨ 準備・検討段階の取組












































































































































の充実 ⑧ その他の若手研究者の自立支援に係る取組　　　　 43法人
⑨ 準備・検討段階の取組




























































































































































4法人 26法人 41法人 20法人 39法人 26法人
・大学院学生等の国際学 エネルギー変換マテリア 21世紀COEプログラム平成19年度以降新規採















































































若手教員等の全国的な 医学部で、若手研究者の 日本学術振興会の特別 若手研究者等を対象とし 工学部で、若手研究への







































































































































・各学部等で、外部資金 生体調節研究所におい ・大学全体で、前年度 若手研究者に対して補助 ・21世紀CO Eプログラム
の間接経費等の一部を ては、CO E経費等を主 比、RA13人増の53人、金申請に関する講習会を終了後の永続的研究教


























































































































































































































































































































































































の一環として、学長裁量 制を明記するとともに、契 学で24名の大学院学生 欧文化支援制度の導入 り方についての中間答申
経費により、若手研究者 約教員制を導入。本制度 をC OE学生アシスタントと について、検討を実施






































































































































































・研究機関研究員等ボス ・C OE特別研究員制度に医学部で、若手研究者を ・外部資金及び特別教育
























































































































































































































































ストの確保 ③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　　　　　 61法人
⑤ ポストドクターの研究
職以外の進路も含めた





































































































































































































































































































・合同セミナーで、日中両 ・乾燥地研究センター 学長裁量経費を活用し ・乾燥地研究センター
国の若手研究者による は、国内外の乾燥地科学て、若手研究者育成のた は、国内外の乾燥地科学






























































































































































































































































































































































国際サマープログラムを 21世紀COEプログラム、 ・若手研究者育成を図る ・生物多様性に関する21 一部部局でポストドクタ
開催。21世紀COEプログ 特別教育研究経費等を ため、RA イA 制度導入の世紀CO Eプログラム4拠－の任用に関する独自




















































































































・各方面での国際交流活 教授及び助教授の後任 授業を担当する教員の ・創造性豊かな若手研究 物質創成科学研究科で、
動の支援がスムーズに 補充は、優秀な若手教員 教育活動を支援させるた 者の養成のため教育プロ若手研究者養成のため


































































































































































































































・情報研で、独自に設置 ・新領域融合研究セン ・情報研、統教研で、遺 若手研究者の海外派遣



































































































































3法人 25法人 28法人 56法人 37法人 53法人
・21世紀C OEプロゲラ21世紀C OEプログラ ・21世紀COEプログラ ・TA ・教員アンケート
ムで、海外で開催さ ムで、CO E研究員制 ムで、構成部局に在 調査を実施し、報告



































































































































































































































































































































































































































博士後期課程学生 ・国際化向上プログ ・TA 、RA 制度を活用 ・日本学術振興会特
13名を学外の研究機 ラムで、国際社会に し、教育研究の現場 別研究員、研究機関
関・企業に派遣し、研 目を向けた若手研究 を体験させるととも のポストドクター等と





















































































































































































































































































































































































GlobalEdge Institute・学生の教育研究を ・精密工学研究所 ・既設建物に学長裁
を設置し、若手研究 指導するとともに、研 で、所長裁量経費に 量スペースを確保。
者を国際公募により 究に従事する者を助 より若手教員の萌芽 若手研究者の自立








O　a　　 ge審査合格者は、本学 きる体制を整備 究所で、シニアと若 lnstituteの特任助教
の准教授あるいは教 ・若手教員 （助手）を 手教員ともに交付金 の居室等として活用








































































































































































外部資金（間接経 平成17年度に引き続 科学研究費補助金 ・テニュアトラック制に




































































































・経済学研究科で、 法学研究科、社会学 ・商学研究科、経済 ・経済学研究科で若













































































教ポストの確保 ③ 若手研究者の活躍の場の整備　　　 57法人
⑤ ポストドクターの
研究職以外の進路も







































































































数か月にわたる国内 ・博士後期課程の学 ・21 世紀COE の若助教の任期制を検
外におけるリサーチ 生をプロジェクト研究 手研究グループが中 討。当面は現行通
インターンシップを にRAとして84人採用 心となり、全国の若リ、学長裁量ポストそ































































ボスドク制等により職 ・医学系研究科で、 ・大学院生等若手研 RA に関するアンケー
員を採用。学術研究 COE特別研究員制度 究者の教育研究支 トを実施・分析し、本
員8名、研究機関研 こより大学院生1名を接の一環として、基 乗の趣旨に添った形


































































































































学内ボスドク制度を ・TA、SA 等の教育サ 若手医師の育成のた・若手研究者に任期
推進。奨励研究員制 ポート体制を拡充等 め、専門医となった を付してプロジェクト
度で4名、アソシエイ ・共通教育授業科目 後の、臨床研究、海 等に教員等としての




































































































































































































































































































































































































































国際協力研究科で、 ・経済学研究科で、 ・科学研究費補助金 ・若手研究者を助教
博士号取得者を学術 必修科目、コア科目 の若手研究者スター として採用することに
推進研究員に採用 及び情報関連科目に トアップの公募説明 より、教育能力の育

















































































































































・国際乾燥地農業研 ・中国科学院水土保 ・中国科学院水土保 ・乾燥地研究セン 平成19年度から新設
究センターで、ポスト 持研究所と実施中の 持研究所と実施中の ターで、国連大学、国 する助教の任期制に
ドクター等若手研究 研究の正式メンバ胃 研究の正式メンバー 外の研究所等と共同 ついては、新規雇用
者の国際機関での研 としてポストドクター 7 として博士課程学生7 して共同修士号プロ を対象に任期付雇用
修を実施 名を登用 名を登用 グラムを実施するた を拡げることに
・乾燥地研究セン ・乾燥地研究セン ・連合農学研究科 めの協定を締結。学
ターで、教職員、学生ターで、ポストドク で、RAを10名採用 生2名の参加を決定
等を延べ116名を海ター14名採用 ・乾燥地研究セン ・乾燥地研究セン












































































































































































































・国際交流センターを TA研修会を充実。各 研究機関研究員、 TA及びTA採用教員
























































を導入。国際公募に て優秀な研究者を任 た課題のうち審査評 究を推進することの






































全学協力事業基金 全学統一的なTA雇 ・新規採用若手のた 助教への任期制の



















































国際交流基金を創設 全学的に取り組む圭 ・部局の特性に応じ ・平成19年度から、科
し、若手研究者等の 点研究プロジェクトに て538人のTAを有効 学研究費補助金不




























































































































































































・科学研究費、奨学 ・各部局等で、外部 ・各部局等で、RAを ・若手教員（40歳以
寄附金等により、大 資金等を活用してプ 採用 下）に対する研究環
学院学生137名を国 ロジェクト研究員、支 ・フロンティアサイ工 境の現況と意向に関
際学会等に派遣 撰者を採用 ンス研究推進セン する調査を実施




















































































































テニュア制 の導入等 助教が積極的に教育 ・助手の新しい研究 ・科学技術振興調整 ・科学技術振興調整
を内容とする科学技 活動に参画できる体 の立ち上 げ及び積極 黄「若手研究者の 自 費「若手研究者の 自
術振興調整費r若手 制を整備 的な研究展開を支援 立的研究環境整備 立的研究環境整備
研究者の自立的研 するため、学長裁量 促進事業」により採 促進事業」により採
究環境整備促進事 経費によって助手研 用となった講師8人に用となった講師8人に
業」で、国内外から優 究促進経費を配分。 対し、研究スペース 対し、学外有識者か


























































・研究開発部門・マネ ・教員の任期制によ ・TA は、前年度比 t科学研究費補助金 ・先端融合領域研究
ジメント部門への就 リ、平均年齢の若い 5％増の予算を確保 の募集に際し、若手 院の創設を決定（平
職を支援するため、 教育研究組織を維持 し、博士後期課程学 研究者の応募サポー 成19年4月1日設
学内進路説明会等に することに努力。若 生合計114名採用 トとして、希望者に副置）。若手教員を対








































21世紀COE プログラ業績評価に基づいた 博士後期課程学生を ・教授及び助教授


























































































































・情報研で、独自の ・融合研究を推進す ・極地研で、ポストド t極地研で、ボスド
在外派遣研究員制 るため、ポストドクトラ クトラル・フェロー等 ク、研究支援員等特
度等により2名の若 ル・フェロー24人を含 の非常勤研究員の 定プロジェクト研究員
手研究者を海外研究 む29名の融合プロ 南極観測事業への の雇用について、引
機関に派遣 ジ工クト研究員を雇用 参加を実現するとと き続き条件の改善策
・統数研で、外部資 ・遺伝研で、博士研 もに、引き続き拡大をを検討するとともに、
金等により若手研究 究員としてプロジ工ク 検討 南極観測事業への
者24名を海外に派遣 ト研究員20名採用。 ・情報研、紙数研で、参加の方策について
・遺伝研で、若手研 新設の新分野創造セ 遺伝研で、各種講座 検討















































































































































































































































・任期制導 入・実施部局は全体の 任期付教員の給与面における優遇 任期制の期間のガイドラインを制
45．8％ 措置として任期付教員特別手当を 定。当初の任期10年以内、再任の


























































































































































































































































































































0〕 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　　 82法人 ② 再任可能な任期制や再審制に
よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用




・教員の任期制に関する規程を制 ・関学以来実施している教員公募 ・分子神経科学研究センター 、M R
定 制度を関学以来実施 医学総合研究センター、動物生命
・全教員に対 し任期制を導入 ・公募件数は、教授5件、助教授4 科学研究センターで、各センター 運
・平成17年度からの全教員に対す 件、講師3件 宮上必要とする再任に関する事項























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・任期制ポストが前年度比15ポスト ・新規教員の採用は、原則公募 ・高度の専門的知識、経験又は識 任期制教員の再任審査について、
増、任期制教員の在職者に占める 制。この方針を徹底 兄を必要とする業務に専属的に－ 審議機関、審査時期等を含めた基
割合が322％ ・公募制を基本に教員を選考。公 定期聞従事する教育職員又は事 本方針を策定
・任期制は、既に大学院医歯学総 募採用者数が68人、公募採用率 務職員を雇用するため、新たに有
合研究科・医歯学総合病院・脳研 86 1％ 期雇用、年俸制等を内容とする特

















































































































































































































































































































































































0） 任期制の広範な定着に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　　 80法人 ② 再任可能な任期制や再審制に
よる雇用任期制の整備と任期制を適用した
採用

























































































































































































































































































室蘭工業 学長枠定員、センター等で、任期付 教員採用 は原則公募。ホームペー 新規採用助教は任期制を適用。任
























教 員の任期制に関する規程によ ・人文学部、教育学部、医学部保 平成18年9月30日と平成19年3月31





















は、テニュア・トラック制度を実施 実施し、公募情報をホームページ 制教 員の年俸制を積極的に導入。



































































































































































































































































































































































































































































































































用中任期付正職員32名 、非常勤職 歯科部門技士長、リハビリ部門療 対して多面評価 （360度評価）によりに基づき、一部職員（14名）の任期
員20名 法士長の選考に公募制を導入 雇用延長の更新判定を実施 を2年間延長
・任期付年俸制 による特任教授等 ・講師以上の公募比率51％ ・任期付年俸制による待人教授等
























































































































































・寄附金等の外部 資金で任期を定 ・すべての部局で、教員の公募制 医学系研究科で、教員の再任審査


























































































































































医学部附属病院で、任期付職 員就 各学部で、採用方針等の教員の公 各学部・研究科で、任期付教員の


















































































































































































































































































































































































































神戸大学 文学部，国際文化学部 、文化学研究科で、教 員採用に当たり．出身大学に偏らない方針のもとに教員の多様性に配慮する人事制度を継続実施
九州大学 前年度に引き続き、他大学出身者教員等の部局別在職状況を四半期ごとにH Pにおいて公表
平成18事業年度【自校出身者比率の抑制】







































































































































































・女性若手研究者を支援す 教員の役職の女性比率の ・保育所を整備・発展させ ・大学院前期課程に長期履
る特別研究員（リサーチフ工 計画は実現できていると判 （54rげ→176ポ）として移転 ・修学生制度の導入。3－4年
ローを含む）の制度を発足さ断。学長1名中1名、理事 ・ 開設 の長期間で大学院を修了す
せ、6名の特別研究員の採 副学長4名中1名、部局長 ・附属幼稚園内に設置して ることを制度として認め、授
用を目指す。任期付、年俸 （大学教 員）5名中3名、評議 いた保育所を充実するため 業料もその年数で等分して
制のリサーチフェローを4名 員11名中4名 附属学校部所管とし、大学 支払う制度を開始。16名の
採用 正規施設に改組 学生が利用




































































































































































































・人事に関する基本方針を ・近隣保育園との連携 ・協力 ・博士前期課程 ・博士後期
策定。女性教職員の採用に ・本学職員、学生及び公開 課程の入学生・在学生で、
ついて、単紺 こ量的な拡大 講座等の受講者のための 標準修業年限で修 了するこ






















































































































②　 女性研究者の積極的採 ③ 女性研究者の積極的登 ④　 女性研究者の採用等の 5　その他の女性研究者の 活躍促進に係る取組
















































































































































②　 女性研究者の積極的採 ③　 女性研究者の積極的登 ④　 女性研究者の採用等の ⑤ その　 の女性研究者の 活　 促進に係る取組























































① 次世代育成支援対策 （a　 女性研究者の積極的③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ③ 王の他の女性研究者









































































の活　 促進に係る取組 47法人 ⑥　 準備・検討段階の取























































































（力　次世代育成支援対策 ②　 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 凰 ＿ヱ旦 他の女性 観究童































































フェローを含む）の制度 女性 の数は、学長1名中1 長し、任期付講師3名 、非
に基づき女性9名を採用 名、理事・副学長5名中3 常勤講師3名を配置。定



















の活躍促進に係る取組 47法人 ⑥ 準備・検討段階の取







































































① 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ⑤ その他の女性研究者















































































の活躍促進に係る取組 47法人 ⑥　 準備・検討段階の取














































































（む　次世代育成支援対策 （診 女性研究者の積極的 （卦 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ⑤ その他の女性研究者






































































































・配偶者の出産に伴う休 保健センターで、女性内 「男女共同参画に関する ・男女共同参画に関する
















































長期履修学生制度は順 ・若手女性研究者の支援 男女共同参画推進室を ・2次保育を中心に保育























① 次世代育成支援対策 （診 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用等 ⑤ その他 の女性研究者



























































































































































































































































の活躍促進に係る取組 47法人 ⑥ 準備・検討段階の取

















































































ひ　 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的 （診 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤＿その他の女性研究者













































































6法人 5法人 7法人 16法人 23法人 41法人


















































・アカデミック・ハラスメン 男女共同参画宣言を策 「ジェンダー学入門」を前 女性の教員採f削こつい
ト防止に関する指針、ア 定し、ホームページ上に 期1クラス、「ジェンダーを て、職場環境の整備課



























ひ　 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的 ③ 女性研究者 の積極的 ④ 女性研究者の採用 5　その他の女性研究者

















千葉大学 女性教員採用は22名 女性教 員の比率 目標25％を提示
学内に保育所を開園
東京大学














































の活躍促進に係る取組　 48法人 ⑥ 準備・検討段階の取























































































（D 次世代育成支援対策 ②　 女性研究者の積極 的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤ 圭の他の女性研究書







次世代育成支援対策行 ・特別研究員（リサーチ 教員の役職数に占める 保育所の非常勤職員を1
動計画に基づく両立支援 フェローを含む）の制度 女性の数は、学長1名中1 名増員
策の制度拡充のため、休 に基づき女性9名を採用 名、理事・副学長4名中3




































































の活躍促進に係る取組 48法人 ⑥　 準備・検討段階の取































































































①　 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の棟極的 ③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤ その他の女性研究者
保育園等乳幼児関連施推進法に基づく行動計画 採用と当該 関連制度等 登用と当該関連制度等 等の数値 目標設定
に係る研究と出産・育児
等の両立支援等の取組





































































の活躍促進に係る取組 48法人 ⑥ 準備・検討段階の取















































































q）次世代育成支援対策 ② 女性研究者の棟極 的 ③　 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ㊧ その他の女性研究者
推進法に基づく行動計画 採用と当該関連制度等 登用と当該関連制度等 等の数値目標設定 保育園等乳幼児関連施
に係 る研究と出産・育児
等の両立支援等の取組



















































































の活躍促進に係る取組 48法人 ⑥　 準備・検討段階の取













































長期履修学生制度を継 女性教職員の健康相談 ・若手女性研究者（本学 ・育児支援を必要とする 託児施設経営者から無
続実施。16名受け入れ。 及び育児・介護等におけ 大学院博士後期課程に1 女性研究者と育児支援を認可保育所の現状や法











































































U 次世代育成支援対策 ② 女性研究者の積極的③ 女性研究者の積極的 ④ 女性研究者の採用 ⑤ 圭の他の女性研究童






































































の活　 促進に係る取組 48法人 （む　準備・検討段階の取




















































































































































の′　 促進に係る取 48法人 ⑥ 準備・検討段階の取











































入体制の構築 応募 しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報
の公開等情報発信




族等の支援のため、北海道 経済学 、工学の全学科、理 ・諸施設見学のため協定校
大学国際婦人交流会と連 学と薬学の一部学科が、大 から教 員を受け入れ
摸 し、初歩の日本語と日本 学院では、修士課程で文 ・エネルギー変換マテリア








































































国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他









































































の　 その他の外 国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人
外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、















































































































































































































































・国際交流会館の居室を増 外国人研究員13名受け入 外国人教師制度の枠4の内 ・英文リーフレットを検討し、


















について、関係 自治体に対 別研究員2名、外国人招へ 関するJICA 及び学術振興















































































































・国際交流会舘の中国人入 多様な外国人研究者 受入 各種 団体や外国政府等か ・「2004大学概 要Jに合わせ
居者に中国語版入居手引 制度の情報収集に努め、こ ら助成を受けた外国人研究 た内容に英文ホームページ

































































































































の　 その他の外 国人研究者の活躍促進に係る取組　　 57法人
外国人研究者の採用、招へ 外国人研究者の処遇改善、ホームページの外国語化、












































































国際交流会館及び外国人 ・外国等から優れた研究者 教 員の構成について、外国


















































































































































し、国内外 の優秀な研究者 用するため、振興分野人材 け入れ方策の1つである
等に広く周知するため、公 育成プログラム、e－ JSPS外国人特別研究員の
募情報をホームページ（本 society、21世紀COEプログ 申請について、メー ル等で








































































































































































入体制の構 築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採 用情報
の公開等情報発信




























































































の需要増に対応するため、 研究者受け入れ れまでの学部 ・研究科の掲







































国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他















































































































































































































































































こついて、市内関係機関及 究者 （外国人特別研究員）2 外部支援関係機関等に外






































































































































































































































外国人等 向け宿泊設備整 8部局で公募の一部を海外 ・生命機能研究科で、CO E・外 国人教員の外国からの
債として、国際交流会館居 の雑誌等に掲載、または英 国際シンポジウムに海外か 赴任について、一定の条件






























































































































・外国人研究者の研修 受入 外国人研究者の研修受入 プロジェクト研究推進機構
制度に基づき、中国の協定 制度に基づき、中国の協定 で、既存学部等と連携した
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































入体制の構築 応募しやすい環境の整備 い、受け入れ 採用対策 外国人研究者等採用情報
の公開等情報発信





大学国際婦人交流会と連 進事業 （招へい・派遣）を展 をトップページに移行するな












































































































国際交流関連組織の設置 学術交流協定の締結 研究スペースの確保 その他






























































































人研究者用家族室 ・夫婦 員35名 に開催するオリエンテーシヨ
























































































































































































































・外国人研究者が入居する ・21世紀CO E事業及びウイ 外国人教員の適正な配置































































































































































































































































































































































































各学部等 は英語版公募要 ・外国人客員研究員1名受 国際交流基金創設を創設 施設名の英語併記を推進

































































































































































































































































大学名 ① 定年後の競争的資金等の活用 ② 定年後に研究職以外の立場で ③ その他の優れた高齢研究者の ④　 準備 ・検討段階の取組による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能 力の活用に係る取組











































































































大学名 （D　 定年後の競争的資金等の活用 ② 定年後に研究職以外の立場で ③ その他の優れた高齢研究者の ④ 準備・検討段階の取組による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能 力の活用に係る取組


















































































































































大学 名 ①　 定年後の競争的資金等の活用 ②　 定年後に研究職以外の立場で （劃　 その他の優れた高齢研究者の ④ 準備 ・検討段階の取組による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能力の活用に係る取組



































































































































大学名 ① 定 年後の競争的資金等の活用 ②　 定年後 に研究職 以外の立場で ③ その他の優れた高齢研究者の ④ 準備 ・検討段階の取組による研究継続の取組 科学技術振興のため活躍できる取 能力の活用に係る取組
京都教育
大学
定年後に特別に雇用する制度を検
討
大阪大学
年俸制の任期付常勤教職員、非常
勤職員に段階的に満65歳までの雇
用を可能にする制度を導入
大阪外国
語大学
特任教授制度の確立に向け、定年
退職等の人材バンク制度を骨子と
する報告を取りまとめ
神戸大学 教員の定年年齢63歳の延長措置又は継続雇用制度を検討
奈 良女子
大学
高年齢者等の雇用の安定に関する
法律を踏まえ、再雇用に関する取
扱いを制定、労使協定を締結
和歌山大
学
再雇用制度に関する基本方針を策
定
島根大学
・定年退職教員を特任教授（非常
勤職員 ）として給与額を抑えて採
用。6名
・教育学部で、特任教授制度を活
用して退職教員8名を採用
広島大学
定年退職後の教員を教育主担当
教員等として配置する制度を大学
教員の継続雇用制度の検討に併
せて検討を進めることに
山口大学
高年齢者継続雇用に向け、再雇用
希望の意 向調査を実施し、学内体
制を整備
香川大学 教育職員の定年延長に係る雇用制度の具体的方策を作成
高知大学
退職教員が非常勤講師等として教
育研究に参加する窓 口「高知大学
工ルタープロフェッサーセンター」に
46人登録。工ルタープロフェッサー
における授業は10人で238時間
工ルダープロフェッサーセンター の
地域連携諸活動として、公開講座、
講演会等多様な活用を可能にする
体制作りを検討
長崎大学
高齢者等の雇用安定等に関する法
律に対応し、定年退職者の再雇用
の対象者となる基準 に関する労使
協定書を締結。再雇用希望者全員
を再雇用
琉球大学
一部分野について、個別に定年に
関する申合せを制定。法務研究科
教員1名、地域共同研究センター教
員1名雇用延長
政策研究
大学院大
リサーチフェロー制度により、教員5
名 （継続含む）採用
北陸先端
科学技術
大学院大
学
研究業績等により特 に優れている
と学長が認め、当該研究分野に係
る高度の専門的な知識経験を必要
とする教育研究 業務に従事させる
ための特別招璃教授の定年を70歳
とし、また、特別な理由があるとき
は、任期を付して雇用できるように
関係規則を改正
1年を超えない範囲内で定年退職
日を更新できる制度を継続して運
用
高エネル
ギー加速器
研究機績
ダイヤモンドフェロー称号授与制度
を運用。15名
胃　301－
